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イノベーション研究の新たな可能性

--価値体系の自己改訂としてのイノベーション--

入江信一郎

１．概要
２．新製品よりも広範なイノベーション概念
３．イノベーション研究における価値体系の重要性
４．パラダイム・シフトとしてのイノベーション
５．イノベーションのジレンマの理論的考察
６．パラダイム・シフトを生き延びる日本企業
７．イノベーション研究の可能性

１．概要

　

本稿の目的は，経営学におけるイノベーション（技術革新）の研究が，いわゆる製品開

発研究とは異なる次元での広がりを持ちえることを確認することである．

産業革命以降，それまでの家内制手工業と徒弟制に代わって，工場で製品を大量生産し，

学校においてその担い手である技術者を大量に育成するようになった．大量に育成された

技術者は，大量生産の効率を高めると同時に生産のバリエーションも拡大し，1970 年代以

降には，より安くより大量に生産し，より速く新製品をだし，調達と市場をより国際的に

求めるようになった．

このように量的・時間的・空間的に激しくなった競争において，イノベーションは，質

的に不連続な変化として注目されるようになる．なぜなら，イノベーションは，それを生

みだした企業や産業にとっては差別化要因となり，イノベーションを生み出せなかった企

業や産業にとってはその存在を脅かす脅威となるからである．このような背景の中で，経

営現象においてイノベーションは，直接的には企業に大きな成果をもたらした新製品とと

らえられがちになる．こうして，イノベーションの研究として，新製品という結果につな

がる要因を探索する研究が蓄積されてきたといえる．

しかし，イノベーションは，本稿の第３節で述べるように，新製品の登場というよりは，

むしろ，価値体系を伴った行動パターンの変化である（以下、本稿で単に「行為」と表記

した場合，価値体系を伴った行動パターンのことを指すものとする）．イノベーションを

価値体系を伴った行為の変化とみたときに重要なのは，イノベーション研究の対象が，企

業組織での新製品開発だけでなく，広く人間の行動一般となることである．そこには，製

品開発研究とは異なる領域が広がっている可能性がある．

そこで，本稿では，まず，イノベーションが製品の変化というよりは，行動パターンの

変化であり，その変化がイノベーションであるかは主観的な認識に依存していることを確
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認する（第２節）．イノベーションであることが主観に依存すると見ると，そこに当事者

の価値が重要な問題としてクローズアップされる．そして，イノベーションは，価値体系

を伴った行為の変化だといえる（第３節）．イノベーションにおける価値の問題は，経営

現象においては，組織が自らの価値体系を自ら改訂することが極めて難しいパラダイム・

シフトとして表れる（第４節）．そして，この改訂が困難なのは，価値体系が複数の当事

者が相互に依存しあうことによって成り立っているからである（第５節）．このような価

値の問題を伴ったイノベーションを捉える試みとして，日本企業の強みを分析した研究を

紹介したうえで，複数の当事者からなる価値体系のイノベーションを捉えうる構成概念を

提示した研究を紹介する（第６節）．最後に，イノベーション研究と製品開発研究の違い

を述べる．

２．新製品よりも広範なイノベーション概念

　本節では，どのような現象が「イノベーション」と呼ばれてきたかを検討する．「イノ

ベーション」という概念は，直接的には物的な変化を思い浮かべさせる．しかし，物的に

変化していれば必ずそれはイノベーションである，とはいえない．では，何をもってイノ

ベーションだとされてきたのだろうか．このことを検討するために，まず，巨視的にイノ

ベーションをとらえてきたシュムペーターの古典的議論と，イノベーションの個別事例を

大量に収集して実証研究を蓄積してきた普及理論という，２つの研究が行ったイノベーシ

ョンの定義を検討する．このことを通じて，イノベーション（技術革新）において捉えら

れる技術は，新製品だけではなく，何らかの目的を達成するための方策という行動パター

ンであり，技術の革新性は，客観的に実在するものではなく，当該技術を利用する当事者

にとっての主観的な認識に依存していることを確認する．

　まずはじめに，巨視的にイノベーションを捉えてきたシュムペーターの定義を見てみよ

う．シュムペーターは，技術の変化について，斬新的な改善による変化は均衡論的経済学

で扱うことができるものの，それでは扱えない不連続な変化を「発展」（本稿でいうイノ

ベーション）として区別し，５つの類型を示している（表１）．すなわち，新製品の生産，

新たな生産方法の導入，新たな販路や市場の開拓，新たなサプライヤーの獲得，新たな組

織を構成すること，の５つである．これらは，消費，生産，販売，供給，管理という，そ

れぞれの立場における行動パターンの変化である．また，各類型のただしがきにあるよう

に，その技術が新しいかどうかは客観的なものではなく，当事者にとっての主観的な判断

に基づいている．したがって，ある人にとっては陳腐なものであっても，別の人にとって

目新しいものであれば，それはイノベーションなのである．

　次に，シュムペーターの定義に加えてもうひとつ，イノベーションとして見なされた事

例を大量に扱ってきた普及理論の定義を検討してみよう．

　普及理論は，イノベーションがコミュニケーション・チャネルを通して，社会システム
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の成員間に普及していく過程を明らかにしようとしてきた．ただし，普及理論という学問

領域自体があるわけではない．およそ 1960 年代くらいまでにかけては，人類学・社会学・

教育学・公衆衛生学・コミュニケーション学・マーケティング・地理学など，多岐にわた

る各研究領域において独自に研究が蓄積されていた．互いの他の研究成果を参照すること

なく，ほとんど無関係に研究が進められてきたにも関わらず，非常に似通った発見を蓄積

していた．このことに注目したロジャーズが 1962 年に刊行された『イノベーションの普

及』で体系化を試み，ここに普及理論の成立を見る．

表１　シュムペーターによるイノベーションの類型

１　新しい財貨，すなわち消費者の間でまだ知られていない財貨，あるいは新しい品質の
財貨の生産．

２　新しい生産方法，すなわち当該産業部門において実際上未知な生産方法の導入．これ
はけっして科学的に新しい発見に基づく必要はなく，また商品の商業的取扱いに関す
る新しい方法をも含んでいる．

３　新しい販路の開拓，すなわち当該国の当該産業部門が従来参加していなかった市場の
開拓．ただしこの市場が既存のものであるかどうかは問わない．

４　原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得．この場合においても，この供給源が既存
のものであるか----単に見逃されていたのか，その獲得が不可能と見なされていたの
かを問わず----あるいは始めてつくり出されねばならないかは問わない．

５　新しい組織の実現，すなわち独占的地位（例えばトラスト化による）の形成あるいは
独占の打破．

出典： Schumpeter,  J. A., Thorie  der wirtschaftilichen  entwicklung,  2 Aufl.1926
（『経済発展の理論』岩波書店，1977）邦訳 pp.182-183.

表２　1981 年の時点で普及理論において取り上げられたイノベーションの事例

普及研究の系譜 典型的イノベーションとして
研究された事例

出版物の数

人類学 鋼斧，馬，水の煮沸 134
初期社会学 市支配人制，郵便切手，

アマチュア無線機
10

農村社会学 除草スプレー，一代雑種の種，肥料 791
教育学 幼稚園，現代数学，

プログラム教授法，チーム教授法
336

公衆衛生と医社会学 医薬品，ワクチン，
家族計画の方法，ＣＴスキャナー

226

コミュニケーション学 新しいイベント，
技術的イノベーション

372

マーケティング コーヒー，プッシュホン，
洋服のファッション

304

地理学 技術的イノベーション 130
一般社会学 さまざまな新しいアイデア 382
その他の系譜 ---- 500

計　3085

注：合計数は 3185 となるが，原典では 3085 となっているので原典のままとした．
出典： Rogers(1982)邦訳 pp.68-69 をもとに筆者が要約
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　普及理論で扱われてきた事例は膨大である．スタンフォード大学普及研究文献センター

が集めた出版物の数だけでも，1981 年の時点で 3085 もある．そこで扱われている事例に

は，まず，鋼斧・医薬品・コーヒーなど，物的な技術である製品があげられる．しかし，

その他にも，水の煮沸や現代数学といった知識や，市支配人制・幼稚園といった制度があ

る．さらには，物的な製品をともないつつも制度と切り離せない，郵便切手・家族計画の

方法などがある（表２）．

これらの膨大な数の事例を踏まえて，普及理論を体系化したロジャーズはイノベーショ

ンを次のように定義する．「イノベーションは，個人もしくは，他の採用単位によって新

しいものと知覚されたアイデア，行動様式，物である．人間行動を問題にしているかぎり，

そのアイデアの，最初の使用が行われた時や発見された時からの時間によって測られる客

観的な新しさは重要ではないのである（Rogers  (1982）邦訳 pp.18)」．

巨視的なシュムペーターと大量の事例を扱ってきた普及理論という，これら２つの研究

が行った定義から，イノベーションという概念が指し示す現象の間口の広さが確認できる．

普及理論においても，シュムペーターと同様に，イノベーション（技術革新）での技術は，

物理的に存在する製品に限定されない．むしろ，イノベーションで変化する技術は，なん

らかの目的を達成する方策のすべてであり，イノベーションは製品の変化というよりは，

行動パターンの変化である．そこでは，具体的な新製品は手がかりとして登場するに過ぎ

ない．そして，行動パターンの変化は，物的な製品の変化と異なり，客観的にその存在を

測定することはできない．つまり、行為の変化の革新性（新しさ）とは，当事者にとって

主観的なものなのである．

３．イノベーション研究における価値体系の重要性

　ここで，ある行動パターンの変化が，イノベーションであるかどうかが主観的な認識に

依存していることは，イノベーションを研究するうえで極めて重要である．なぜならこの

ことは，イノベーションについて議論するときに，従来の「科学的」研究が排除しようと

してきた，当事者の価値観が，議論の中心に位置付けられることを意味するからである．

この点について理解を深めるために，再び普及理論のロジャース（1982）より，イノベー

ションが普及する際に直面する価値の問題を紹介しよう．事例は，ペルーの公衆衛生機関

がある村に，飲料水を煮沸するという新たな技術，すなわちイノベーションを普及させよ

うとして失敗した，というものである．

　ラテン・アメリカにおいて能率の良さで知られているペルーの公衆衛生機関は，国民の

健康状況を改善するために，ペルーの村人に，便所を設置すること，生ゴミを毎日焼却す

ること，家バエを駆除すること，伝染性の病気にかかったときには報告すること，そして，

飲料水を煮沸することを奨励していた．上下水道など社会的インフラの整備には時間がか

かるため，煮沸は，貧しい地域の住民にとっては重要な衛生法である．腸チフスなどの伝
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染病を治療しても，煮沸しない水を飲んで暮らせば，一ヶ月も経たないうちに，同じ病気

にかかって病院に逆戻りしてしまうからである．

　こうしてペルーの海岸地方にある２００家族の農民が住むロス・モリノス村で，２年間

に渡って水の煮沸キャンペーンが行われた．村の住民は，その地域の農園で農業労働者と

して働いている農夫である．村には灌漑用水・泉・井戸の３つの水源があるが，いつ検査

しても汚染されている．飲み水は，川や井戸からカンやおけ，ひょうたんなどで運んでく

る．その地域を担当する衛生員ネリダは，村の全ての家庭を数回訪問し，とくに集中的に

努力を注いだ２１家族については，１５回から２５回は訪問した．しかし，結果は失敗だ

った．水を飲む前に煮沸しておくという，一見単純そうな技術であるにも関わらず，採用

したのは，ネリダが集中的に訪問した２１家族のうち約半分の１１家族，村の人口のわず

か５％にすぎなかったのである．

　ロス・モリノス村では，信念体系である伝承にもとづいて，子どもの時から煮沸した水

を嫌うことを教えられる．健康な人間が，沸かした水を飲むことが許されるのは，砂糖・

シナモン・レモン・香料植物などの調味料が加えられるときだけである．逆に，村の信念

体系では，病気の時には，水は煮沸してから飲まねばならない．これは，細菌を殺すため

ではない．ロス・モノリス村の信念体系では，全ての食物・液体・薬品その他の物は，本

来的に（近代科学でいう温度とは全く関係なく）熱さと冷たさを持つとされる．病気にな

ったときには，極端に熱い物や冷たい物を避けなければならない．したがって，病人が豚

肉（これは非常に冷たいとされる）を食べたり，ブランディ（非常に熱いとされる）を飲

むことはとんでもないことなのである．そして，生水は非常に冷たいとされているため，

病人が水を飲む際には，その冷たさを克服するために煮沸されなければならないのである．

　ロス・モリノス村にやってきた衛生員のネリダは，細菌理論を説明して，水を煮沸する

ことを説得しようとした．しかし，村人は細菌理論を理解しないどころか，次のように答

えて，ネリダが細菌理論を盲信することをさとそうとすらしたのである．

　「人間をおぼれさせるような水の中でどのようにして細菌は生き残ることができ

るのですか？　それは魚ですか？　もし細菌が非常に小さくて目に見えなかったり

感じることができないならば，どうしてそれらが大人に害を与えることができるの

ですか？　この世には，目にも見えない，聞くこともできない，触ることもできな

い，そして，臭いをかぐこともできないちっぽけな動物のことなどに関わらなくて

も，心配すべき本当の悪いこと，すなわち貧困と飢えが存在している（ロジャーズ

（1982）p.5）」

　結局，２年間の普及活動の結果，水を煮沸して飲むのは，村の信念体系にしたがってい

る病人か，村のなかでよそ者と見なされている，周辺的な人たちであった．

ロジャーズの『イノベーション普及学』の巻頭で紹介されているこの事例は，我々の問



入江信一郎(2001)「イノベーション研究の新たな可能性：価値体系の自己改訂としてのイノベーション」

石井淳蔵編著『現代経営学講座 11巻　マーケティング』八千代出版，pp.103-124.

6

題意識に照らすと，次のように理解できる．伝染病を予防するのに非常に効果的な飲み水

を煮沸するというそれまでとは異なる行動パターンが，村の住民に普及してイノベーショ

ンとなるには，村の信念体系が日常的に水を煮沸して飲むことを組み込んだ，別の信念体

系が再構成されなければならない．すなわち，イノベーションとは，物理的な行動パター

ンの変化そのものではなく，価値体系をともなった行動パターン，すなわち行為の変化な

のである．

ここで方法論として注意しなければならないことがある．ロス・モリノス村の熱さ-冷た

さ理論は，ペルーだけでなく，ラテンアメリカ・アフリカ・アジアの多くの国にも見られ

るものの，近代科学という普遍性と客観性をその存立根拠とする信念体系からみると，個

別特殊的な価値でしかないことである．科学の論理としては，このような価値は間違った

迷信であり，科学的に「正しい」知識に必然的に置き換えられると見なされる．したがっ

て，個別特殊な価値の問題は「科学的」研究の対象から積極的に排除される．しかし，ロ

ス・モリノス村で慢性的な腸チフスに悩まされている村人に，水の煮沸という技術を採用

させようとした衛生員のネリダにとっては，この個別特殊的な価値こそが問題の焦点なの

である．

イノベーションを行為の変化と捉えたときには，当事者の価値体系の変化がいかにして

可能なのかが解明すべき課題となるといえる．そして，このような個別特殊な価値の問題

は，衛生員ネリダひとりの問題ではなく，今日の社会問題の多くが直面する問題でもある．

経営現象においても，事態は同様である．

４．パラダイム・シフトとしてのイノベーション

　

経営現象においてイノベーションは，直接的には企業の興亡に決定的な影響を与えるこ

とから注目を集めてきた．あるイノベーションにおいて成功を収めた優良企業が，次の世

代のイノベーションでは失敗する．現象としては，よく知られたことであるが，人・モノ・

金・技術・情報といったあらゆる資源において優位にある既存優良企業が滅びてしまうこ

とを説明するのは，容易なことではない．

クリステンセンの『イノベーションのジレンマ』は，あるイノベーションで成功した企

業は優れた能力を持っているはずなのに，次のイノベーションでは生き残れないという問

題を イノベーターのジレンマと呼び，ハードディスク産業でのイノベーションのなかで

観察されたトップ企業の興亡を描いている．本節では，個別特殊な価値が企業の活動に関

わるイノベーションにおいてどのような問題として捉えられるのかを，クリステンセンの

議論の中に見ていくことにする．

 クリステンセンは，新技術を製品を改善する「持続的技術」と製品のアーキテクチャー

の変化をともなうため既存の主力企業を危機に陥れる「破壊的技術」の２つに分類する．

後者の破壊的技術が，本稿でいうイノベーションに相当する．ハードディスクの大きさが
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代わるごとに，対応する市場も代わっていく（表３）が，1996 年時点で生き残っているメ

ーカーは，ＩＢＭ，富士通，日立，ＮＥＣを除いて，全て 1976 年以降に新会社として業

界に参入した企業であり，他は皆買収されるか倒産している．ある世代の破壊的技術で大

成功をおさめて成長した既存主力企業が，次世代の破壊的技術の市場で生き延びることが

ほとんどない．以下，その経緯をクリステンセンの記述をもとに概観してみよう．

表３　ハードディスクの世代と市場

　物的技術の世代 　　　市場 設置場所
　　14 インチ 　メインフレーム フロア
　　8 インチ 　ミニコン デスクサイド
　　5.25 インチ 　デスクトップ・パソコン デスクトップ
　　3.5 インチ 　ポータブル・パソコン，ノート・パソコン 携帯可能
　　1.8 インチ 　携帯用心臓モニター装置 ----

出典：Christensen (1997) の記述をもとに筆者が作成．クリステンセンは 2.5 インチを，
3.5 インチの改良版として位置付けているため，表からは割愛した．

　　

　1980 年頃，コンピュータ市場の主力は 14 インチのハードディスクを用いたメインフレ

ーム・システムだった．1978 年から 1980 年にかけて，シュガート・アソシエーツ，マイ

クロポリス，プライアムなどの新規参入企業が，8 インチという小型のハードディスクを

開発した．容量は 10MB から 40MB と小さい．このため，当時 300~400MB の容量を求めて

いたメインフレーム・メーカーの関心を惹かなかった．そこで，8 インチを開発した小さ

な新規参入企業は，当時登場し始めたミニコンピュータのメーカーに販売した．デスクサ

イドに置くミニコンには，14 インチのハードディスクは大きすぎ，価格も高すぎた．反面，

8 インチは 1MB 当たりコストは 14 インチよりも高かったが，ミニコンのユーザーは，小型

でデスクサイドにおけることに価値を感じていたので，問題とならなかった．逆に，小型

であることは，メインフレームのユーザーには，ほとんど価値はなかった．やがて，ミニ

コン市場が成長するとともに，8 インチの出荷台数も増加し，容量も年率 40％で増え，1MB

当たりのコストも 8 インチの方が 14 インチよりも安くなった．こうしてメインフレーム

市場でも 8 インチが用いられるようになり，14 インチメーカーも 8 インチを作りはするも

のの，やがて 14 インチメーカーはすべて撤退した．

　1980 年にシーゲート・テクノロジー社が容量 10MB の 5.25 インチを発売した．この容量

は，40~60MB の容量を求めていたミニコン・メーカーの関心を惹かなかった．1990 年に

はデスクトップ・パソコンでハードディスクを使うのは当たり前になっているが，1980 年

の時点では，記憶媒体として安価な磁気テープを用いるデスクトップ・パソコン用に割高

なハードディスクを買える人がどれほどいるのかはわからなかった．初期の 5.25 インチ

のメーカーが，試行錯誤しながら，買い手があればどこへでも売るうちに，デスクトップ

市場が構成されていったといえる．こうして 5.25 インチはデスクトップ市場の成長とと

もに容量を増やし，ついにはメインフレームやミニコン市場で求められる容量を超えるよ
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うになり，これらの市場でも 8 インチに代わって 5.25 インチが採用されるようになった．

8 インチの４大メーカーであるシュガート・アソシエイツ，マイクロポリス，プライアム，

カンタムのうち，5.25 インチの主要メーカーとして生き延びたのはマイクロポリスだけで

あり，それも超人的な経営努力によってようやくなし得たことである．

　1984 年に新規参入企業ロダイムによって 3.5 インチが開発される．これは，ポータブル・

パソコンやラップトップ・パソコン，ノート・パソコンなど，スペースをとらない小型デ

スクトップ・パソコンという新しい市場に用いられた．この市場の顧客は，軽くて耐久性

にすぐれ省電力であれば，容量の小ささや 1MB 当たりコストが高いことは容認した．1988

年の時点で，かつてデスクトップ・パソコンで実績を築いた有力メーカーのうち，3.5 イ

ンチを発売できたのは 35％でしかなかった．

　1992 年になると，1.8 インチが登場する．1.8 インチの初期の最大の市場はコンピュー

タですらなく，携帯用心臓モニター装置だった．後には，さらに別の用途を見いだし，1995

年には 1 億 3000 万ドルの巨大市場に成長した．その 98％を支配しているのは新規参入企

業である．この市場は，カーナビゲーション・システムの地図データの記憶装置である．

ある世代の破壊的技術市場で大成功をおさめた企業は，次の破壊的技術の市場では失敗

する．その理由として，技術変化が速すぎてついていていけなかったことが考えられるか

も知れない．しかし，クリステンセンは，この説明を却下する．なぜなら，既存主力企業

は，持続的技術についてはもちろん，破壊的技術についてもリードしているからである．

例えば，持続的技術については，薄膜ヘッド，薄膜ディスク，ウィンチェスター・アーキ

テクチャー・モデル，ＲＬＬ符号化技術などの新技術について，コストもかかり大きなリ

スクを伴うにもかかわらず，既存主力企業は新規参入企業よりも，率先して開発を行い，

採用もしている．さらには，次世代の新技術の多くを率先して開発しさえすらしているの

である．

例えば，シーゲートの技術部門は 3.5 インチのハードディスクを早期に開発している．

ロダイムが最初の 3.5 インチを発表してから 1 年もたたず，コナー・ペリフェラルズが製

品を出荷し始める 2 年も前の 1985 年の初めに，3.5 インチの試作品を顧客に見せて評価を

求めている．したがって，技術的な問題はない．しかし，マーケティング部と経営陣は 3.5

インチの製造に反対した．実際，顧客のＩＢＭなどのデスクトップ・パソコンメーカーに

3.5 インチを見せても，関心を示さなかった．顧客がもとめていたのは 40~60MB の容量で

あり，3.5 インチの 20MB は小さすぎ，しかも，割高だった．後にシーゲート社は 1988 年

になって 3.5 インチの出荷を始めるが，1991 年の時点でシーゲート社の 3.5 インチの販売

先は，ポータブル，ラップトップ，ノートブックのメーカーではなく，あいかわらずデス

クトップのメーカーだった．しかも，5.25 インチ用に設計されたデスクトップパソコンに

3.5 インチのハードディスクを取り付けるための枠とともに出荷されている．

なぜ，既存主力企業は破壊的技術の製品を発売するまでに時間がかかるのか．8 インチ

以降のハードディスクは標準的な規制部品でつくられていることもあり，既存主力企業に
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は技術的な問題はなかった．失敗の直接の原因は，破壊的技術に対応した新たな市場に参

入することの決定が遅れたためであり，これは，既存市場の顧客に適合しようとしたため

である．

　例えば，3.5 インチ市場でのある既存主力企業は，1994 年の時点ですでに 1.8 インチを

生産していた．自分たちの顧客はパソコンユーザーだと思っていたため，遠く離れた極東

の自動車メーカー（ホンダ）がすでに新規参入企業から 1.8 インチをカーナビ用に購入し

ているにもかかわらず，その事実を知らず，どんなに捜しても 1.8 インチの市場など見つ

からない，と嘆いていた．

　クリステンセンの指摘によれば，有力既存企業が次世代市場で失敗するのは，規模は小

さいものの，どこかに次の世代で支配的になりうる製品とそれを用いる新しい顧客のセッ

トが存在していることを知っていたとしても，新市場への参入を全社的に取り組むことを，

自らが拒否するからである．イノベーションにおいて生じていることは，新しい製品が登

場するだけでない．新しい製品とそれに対応した新たな市場という，従来の製品と市場の

セットとは別のセットが再構成されているのである．次世代のハードディスクがイノベー

ションであるのは，製品と顧客との両方が変わり，したがって，ビジネスのルールも変わ

るからである．要するにイノベーションは，いわゆるパラダイム・シフトである．このパ

ラダイム・シフトにおいて，どのように既存主力企業が失敗し，その対策にはどのような

ものがありえるのかについて，クリステンセンの議論は以下のように要約できる．

１） 破壊的技術をもちいる新市場は初めは小さい：破壊的技術は，大きな市場を形成し

ている既存の顧客にとっては，少なくとも短期的には，既存製品の性能を引き下げる

ため，評価されない．破壊的技術を利用した製品を評価するのは，主流から外れた少

数の，たいていは新しい顧客である．

２） 新市場が小さいと参入の意思決定ができない：実質的に企業の資金の配分を決める

のは投資家であり，トップは投資家に対する説明責任を負う．そのため，トップは詳

細な調査を行い，需要予測にもとづいた綿密な計画を実行せざるをえない．この方法

は，規模と成長率，技術の進歩の軌跡，主要顧客の需要を予測することができる持続

的技術の市場では機能する．しかし，破壊的技術による新市場は，破壊的技術による

製品が登場した時点では，市場が小さく，調査するにも十分な規模がないので分析も

できない．成長率が高くても，小さな新市場では，株価を維持し，社員の職務範囲を

広げるという，大企業の欲求を満たすことはできない．特にハードディスクの場合，

破壊的技術による製品は，構造が単純で販売価格が安いことから，利益率も低くなる．

その結果，破壊的技術を用いる新たな市場の存在を知っていても，その市場に参入で

きない．結果的に，新しい市場が大きくなるまで待つことになるが，市場が大きくな

った時点で参入したのでは手遅れである．

３） 新市場に対応する小さな組織：破壊的製品で成功するには，既存製品とは別に新た
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な小さな組織をつくり，新たな顧客と新たな投資家と関連づけた，別の価値ネットワ

ークにおいて活動することである．破壊的技術市場の低利益率で収益を達成するため

のコスト構造をもった独立組織を設立するのである．

４） 新市場に対応できるトップの姿勢：既存主力企業は，いかに柔軟に物的技術を革新

するか，ではなく，いかに戦略とコスト構造を革新できるか，が重要である．破壊的

技術での正しい市場と正しい戦略は事前にはわからないことを確認して，予測が間違

っていること，自分たちの選択した戦略も間違っている可能性があることを，想定し

て行動する必要がある．クリステンセンは，このような態度にもとづいた経営者の行

動を「発見志向の計画」と呼ぶ．

クリステンセンの議論は，イノベーションとはパラダイム・シフトであり，それに対応

するには，経営者は柔軟な発想で考え，別のパラダイムの組織・顧客・株主のセットを作

ることを提唱しているといえる．しかし，経営者が柔軟な発想で行動しようとしさえすれ

ばイノベーションを確実に乗り越えられるわけではない．むしろ，柔軟な発想をしようと

してもできないからこそ，イノベーションやパラダムが議論の対象になるのである．イノ

ベーションにおけるパラダイム・シフトの意味する事について，よりつっこんだ検討が必

要であろう．

５．イノベーションのジレンマの理論的考察

　前節で紹介したクリステンセンの議論は，理論的に検討すると，２つのことを示唆して

いる．

　まず，１つ目の示唆は，ハードディスクのイノベーションにおいては，新たな技術の登

場自体はほとんど問題にならず，パラダイムを自分で改訂できないことが問題の焦点とな

ることである．しかし，パラダイム内に埋め込まれている組織には，パラダイムの存在自

体を自覚することができないし，自覚し得ても改訂することは極めて困難である．パラダ

イム内の組織が自分ひとりでパラダイムを変えることは，論理としては基本的に不可能な

のだ．にも関わらず，高い成果をあげている一部の企業は，この不可能を可能にしている．

したがって，経営現象におけるイノベーション研究の課題のひとつは，新製品をいかに生

み出すかよりも，むしろ，パラダイム内の組織がいかにしてパラダイムを自覚しえ，自分

で自分を変えうるのか，だといえる．

　ハードディスクの事例では，次世代のハードディスクがどのように開発されたのかは重

要ではなく，組織全体として次世代の製品を作って新たな顧客に売ると意思決定できるよ

うになることが課題となる．先に検討した水の煮沸の事例でいえば，伝染病にならないよ

うに水の煮沸という技術がどのように発見されたかは重要ではなく，村人という技術のユ

ーザーが，日常的に水を煮沸して飲めるような価値体系を再構成できることが課題である．
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ここに，新たな技術の登場が説明されるべき対象である製品開発論との，大きな違いがあ

る．

クリステンセンの議論の２つ目の示唆は，パラダイムを自分で改訂することができない

理由に，それぞれに価値体系をもった企業・顧客・株主といった当事者たちが，相互に依

存しあって「価値のネットワーク」を形成していることが指摘されていることである．パ

ラダイムが変わるということは，相互に依存しあっている複数の当事者それぞれの価値体

系を伴った行為のセットが，別のセットになるということなのである．自分だけが変わっ

てもパラダイムが変わるわけではない．自分が依存している，力を持った顧客と株主を目

の前にしていたのでは，なおさらである．

以上、クリステンセンの議論から導かれる２つの示唆は，沼上(2000)によって「技術革

新スペクトラム」という視点として概念化されて提示されている．そこでは，加藤俊彦が

「技術システムの構造化理論」（『組織科学』Vol.33  No.1，pp.69-79，1999 年）で紹介

しているように，技術は社会的に構成されるものであり，イノベーションを捉えるために

は，１）価値体系を伴った行為の変化を捉える必要があり，そのためには，２）新製品を

生み出す企業組織だけでなく，市場のユーザー，さらには科学者集団という，３つの主体

を視野に入れる必要があることが提唱される．

　スペクトラムの直接的な意味は，「変動があるものの範囲や連続体」である．例えば，

電磁波のスペクトラムといえば，周波数域，特に，可視波長域を意味する．沼上の「技術

革新スペクトラム」という視点は，イノベーションを，組織と科学，組織と市場との相互

作用の中で，行為の連鎖的な流れとして捉える（図１）．

　　　　科学　　　　　 ＜＝＞　　　技術　　　　＜＝＞　　　市場

（大学・公的研究機関）　　　（企業内・企業間）　　　　（顧客・競争）

図１「技術革新スペクトラム」（沼上(1999)  p.526 図Ｂ-2 を簡略化して再掲）

　このように，パラダイムが，複数の相互に依存しあった当事者の価値のネットワークで

あるがゆえに，パラダイム内の組織は自らのパラダイムを改訂しえない，と考えたとき，

クリステンセンの処方箋である３）と４）に課題が残されていることが明らかになる．新

市場に適応できる小さな組織をつくればうまく行くとしても，そもそも，従来の価値体系

にもとづいた意思決定という行為のあり方のままでは，その小さな組織をつくる必要自体

が自覚できない．このことに関連して，確実なものなど何もない前提する「発見志向の計

画」という経営者の姿勢は非常に重要な指摘として評価できるものの，具体性に欠ける．

　しかし，技術の世代が交代する際のパラダイム・シフトにおいて，すべての企業が滅び

るわけではない．あらためて，クリステンセンの事例をよく見てみると，技術の世代が代
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わっても生き延びることのできた企業として，ＩＢＭ以外には，富士通，日立，ＮＥＣな

ど，日本企業の名前が並ぶ．技術の世代が代わると既存主力企業が滅びる，という命題は

ハードディスクの事例を読む限りでは説得力がある。しかしながら，日本の大企業でそれ

に適した事例があまり思いつかない．イノベーションによって危機に陥るのは，石井淳蔵

が『マーケティングの神話』（日本経済新聞社，1993 年）で述べるように，アメリカ的な

企業経営の特質に由来する可能性があるとも言えよう．

このように、イノベーションを価値体系を伴った行為の変化と捉えたときには，相互に

依存しあった複数の当事者の価値の変化が内部からいかにして可能なのかが，解明すべき

課題となる．その際，市場のパラダイムが変化しても自滅しない日本企業は検討に値する．

日本企業がイノベーションにうまく対応できているとしたら，それはどのように説明でき

るのだろうか．

６．パラダイム・シフトを生き延びる日本企業

　本節では，まず，宗像正幸「『近代的』技術観とその克服志向について」（『龍谷大学

経営学論集』 39-1，pp.160-174,  1999）にもとづいて ，価値体系を伴った行為の変化と

いう広い意味でのイノベーションに関連して日本企業に注目した研究として，ウォマック

らの「リーン生産方式」と野中の「知識創造」の２つを紹介し，イノベーションにおける

日本企業の強みが，西欧合理主義を背景とする機能分化概念とは異なる論理にあることを

確認する．そして，この論理を捉える構成概念として楠木(1997)の「システム分化」と「制

約共存」を紹介する．

　ウォマックらの著作『リーン生産方式が，世界の自動車産業をこう変える』によって世

に流布した「リーン生産論」では，生産システム論において，アメリカ型のマス・プロダ

クションに対する，日本型の「リーン（むだのない）」な生産方式の優位性は，直接的に

はチーム型組織と生産現場を巻き込んだ人的資源の有機的動員が可能になるシステムによ

って達成されるとする．そして，このシステムは，生産プロセスの機能達成管理基準を，

より完璧なものへと志向するものとして位置付けられる．このことについて宗像は，リー

ン生産方式が，西欧近代合理主義から導かれる機械的な職能化原理の適用を志向するアメ

リカ型のプロフェッショナリズムという価値を伴った行為を，不完全で不徹底な機能しか

実現できない伝統的システムと位置付けたとする．経営学において無条件に信じられてき

た機能分化という伝統的思考法に問題があることを示したのが，リーン生産論だといえる．

　宗像の整理によれば，西欧の論理である機能分化とは異なる日本の論理への注目は，生

産の場面だけにとどまらなかった．宗像は，全社的なより一般的な場面において，欧米企

業にたいする日本企業の優位性を説明し，機能分化の問題を克服する手がかりを提供した

のが，野中郁次郎『知識創造の経営：日本企業のエピステモロジー』をその代表とする「組

織的知識創造論」だとする．そこでは，西欧合理主義的な発想のもとで言語化されてきた
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客観的知識を形式知とし，形式知以外に，言語化・形式化できない主観的知識である暗黙

知の重要性を指摘し，伝統的思考法では排他的に捉えられてきた形式知と暗黙知を，相互

循環的な補完的関係にあると捉え，暗黙知が形式知化されることで共有され，その結果，

知識創造というイノベーションが引き起こされると見る視点が示される．

　野中の視点から考えれば，実際のイノベーションでは機能分化された各部門間の調整が

必要であるが，そこで見られる自律性や工程の重複といった冗長性は，暗黙知の共有とし

て理解できる．しかしながら，部外者にとって認識することができないから暗黙知なので

あって，異なる部署という異なる立場の主体によって「共有」されることを予定する「暗

黙知」は論理として成り立たない．野中が「暗黙知の形式知化による共有」として描写し

ようとした現象を説明するには，別の構成概念と論理が必要である．この問題に手がかり

を与える構成概念として，楠木（1997）の「システム分化」と「制約共存」がある．

楠木(1997)は，イノベーションと組織に関する既存研究において，日本企業の中核的な

組織能力が，複雑なシステムを構成する要素部分同士をうまく調節し，多くの部分を全体

へとまとめ上げる，「統合」に関わるものであるとする．

　例えば，日本電気のスーパーコンピュータの開発においては，研究所レベルでコンセプ

ト開発に従事した技師がそのまま事業部に移動して製品設計を担当し，さらには，生産ラ

インのパイロット・ランにも一貫して関わっていくということが，ごく普通にみられると

いう．この状況は，伝統的な意味での統合が，分化された各部門の自律的活動の中に埋め

込まれており，そのため，あえて統合しようとしなくても，部門間のインターフェース問

題がそもそも起こらないことが可能になるのである．

　ここで，統合が必要になるのはそれ以前に分化がなされているからである．この分化は，

そもそもは，複雑で微妙な統合を必要としないような機能分化である．これにたいして，

日本企業の強みとしての統合に注目すると，機能分化がきちんと行われていない．にも関

わらず，きちんと機能分化を行っているとされる欧米企業よりも成果が高い．このことを，

既存研究では，冗長性や自律性など，曖昧さを機能分化の境界に追加して説明しようとし

てきた．これに対して楠木は，製品システムには，その製品が何であるのかという見方は

立場によって多様であり，競争力の高い日本企業は，組織内に様々な形で存在する「シス

テム観」という，いわば個別特殊な価値によって分化しているとする．

　例えば，メインフレーム・コンピュータ用の超高速論理 LSI の領域で世界的に注目され

る技術の開発に成功した日本企業の技師の感じていることとして，米国の技師が自分を「半

導体の回路設計技術者」と定義するのに対して，日本のその技師は「さまざまな制約条件

の中で日立のコンピュータを高速にする」ことだと定義している．したがって，もし，コ

ンピュータの処理速度が上がらなければ，自分の回路設計の仕事には意味がないと考えて

いる．仮に，回路設計からのアプローチで高速化が実現できないならば，半導体の構造開

発やパッケージングや，さらには製造プロセスやマーケティングといった別の部門に移動

しても構わないと考えており，実際に，開発のプロセスではさまざまな他部門の仕事に関
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与しているという．そして，回路設計は，コンピュータのフロンティアを追求する際のア

プローチのひとつに過ぎず，他の部門に移動した際にも，それまでに培ったメインフレー

ム・コンピュータについての知識と経験は，回路設計といった機能分化の根拠となる技術

的知識の体系を超えて有効だという．

つまり，この技師が所属する回路設計部門は，コンピュータを高速化するという問題意

識に基づいて開発活動を行う人々の集まりだといえ，楠木はこのような組織のあり方を，

機能分化と区別して「システム分化」と呼ぶのである．

　「システム分化」は，組織の中にそれぞれの立場によって異なる多様な価値の存在を意

味する．それぞれの立場のシステム観が，相互作用のなかでそれぞれに変化し，全体とし

て改訂されて，以前とは別の整合的な状態になったとき，イノベーションがあったといわ

れるのである．しかし，立場によってシステム観が異なる，というだけではイノベーショ

ンは生じない．それぞれの立場の主体にとっては，システム観こそがそれぞれの個人の存

在意義であり，それを改訂することは自己の存在の否定にもなりかねず，抵抗が大きい．

よほどの理由がなければ，個人は自分の職務上の信念であるシステム観を変えることはな

い．

　ここで，楠木は，新製品を期限内に出すという組織全体としての目標が，個別に存在す

る複数のシステム観という異なる価値観同志をぶつかり合わせ，それぞれの相対化と改訂

を可能にすることを指摘し，「制約共存」と呼ぶ．システム分化しているだけでは，部署

A と部署 B の価値観に違いがあること自体を認識することすらできない．違いがあると判

断できるためには A と B が互いに相手を評価することを可能にするルールが必要なのであ

る．期限までに売れる新製品を出す，という目標は，このルールを構成可能にするのであ

る．

　機能分化においては新製品を出すことは目標である．これに対して，システム分化とい

う行為の変化としてのイノベーションの視点からは、新製品を出すことは，それぞれの立

場固有の価値に基づいたシステム観を改訂するための，ルールを構成可能にする条件であ

り，新製品のヒットはゴールでもなければ必ずしも成功を意味しない．

７．イノベーション研究の可能性

狭義の製品開発研究などに見られるように，イノベーションとして成功した新製品を想

定すれば，既存の物的技術を駆逐した新製品や新技術の登場を被説明変数とせざるを得な

い．こうなると，それを説明する変数を，被説明変数の補集合のどこかに求めることにな

る。例えば、新たな物的技術の開発や科学的発見といった物理的要因，あるいは戦略・市

場環境・開発プロセス・組織などの社会的要因などである．そして，社会的要因が捨象さ

れれば技術プッシュ説となる．物的技術がありきたりである場合などには物的要因が捨象

されて需要プル説となる．両者があると折衷すれば，技術と社会の相互作用や，スパイラ
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ル的な進化といった言説となる．

これに対して，イノベーションを人間の行為一般における変化と捉えるイノベーション

研究では，新製品の登場自体は問題の中心からはずれる．そしてイノベーションは主観的

に認識された行為の変化であることから，当事者の価値の問題が視野の中心に置かれる（第

２節，第３節）．そして，経営学におけるイノベーションはパラダイム・シフトの問題で

あり（第４節），研究において解明すべき重要な問題のひとつは，相互に依存した関係者

のなかで，組織がパラダイムを自ら改訂しえることとなる（第５節）．このようなイノベ

ーションの論理は，異なる価値体系をもった複数の当事者が，互いの価値を評価しあえる

ような条件のもとで，それぞれのパラダイムとしての価値体系を改訂していくこととして

捉えることができる（第６節）．こう考えるとイノベーション研究は製品開発研究とは異

なる広がりをもちえると言えよう（表４）．

イノベーションとして参照できる事例も新製品以外に多様なものがありえる．たとえば，

マーケティング研究でなじみ深い，製販統合から戦略的提携へという流通革新や，コンビ

ニエンスストアという業態の革新がある．営業についても属人的技能からの脱皮が試みら

れている．さらに言えば，ビジネスモデルや顧客満足概念もイノベーションの一種である．

医療や福祉におけるキュアからケアへという医療概念の革新も，今日的なイノベーション

の事例として検討の余地がある．

価値体系の自己改訂という意味でのイノベーションを分析する際には，物的技術は視野

の中心にはない．しかし，たとえば，電子カルテという物的技術が登場し普及するなかで

交わされるやりとりの中で，医療のあり方についての言説が変化することが観察される．

物的技術は，言説の変化の手がかりとして興味深い役割を占めると考えられる．

表４　イノベーション研究の広がり

製品開発研究 イノベーション研究

イノベーション 新製品 価値体系を伴った行為の変化

新製品の位置付け 説明されるべき目標 価値体系改訂の手がかり

説明すべき課題 新製品の登場の要因 価値体系をいかに

自分で改訂し得るのか
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